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１．運用計画

1.1 運用計画の基本的な考え方

（1）湖内堆砂対策施設運用の概要

①基本的な運用

• 非洪水期に、洪水期中に貯水池内に流入して堆積した土砂を浚渫し、湖内堆砂対策施設に投入。

• 洪水期に出水時の流量を用いて湖内堆砂対策施設からバイパストンネルを用いてダム下流に土

砂を放流。

• 施設規模30千m3を用いて、毎年の湖内堆積土砂量をできる限りダム下流に流下させる。

• 浚渫量は大規模洪水年では30千m3以上、平年ではそれ以下となる。

• 平均的な浚渫量は約9.6千m3/年となる。

②湖内堆砂対策施設の効果

放流土砂量
150千m3/年

バイパス土砂量
236千m3/年

湖内計画
対策量

30千m3/年

分派堰
計画対策量
61千m3/年

貯砂ダム
計画対策量
45千m3/年

湖内堆砂量
55千m3/年

湖内堆砂対策施設
（ストックヤード）

分派堰

美和ダム

湖内堆砂
対策(浚渫) 分派堰掘削 貯砂ダム掘削

貯砂ダム

維持河床

浚渫・掘削土砂

流入土砂量：577千m3/年

黒字：年期待値（実績Ｌ～Ｑ式から算出
した流入土砂量から確率処理）

赤字：年期待値（河床変動計算による毎
年の堆積土砂量から確率処理）

青字：流入土砂量と計画対策量の差分
を年平均値の比率で割り振り

【美和ダム再開発実施後における土砂収支計画】
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１．運用計画

1.1 運用計画の基本的な考え方

（2）湖内堆砂対策施設運用までの工程と期間・調査の定義

H17度
（2005）

～
H29度
（2017）

H30度
（2018）

H31度
（2019）

H32度
（2020）

H33度
（2021）

H34度
（2022）

H35度
（2023）

H36度～
（2024）

土砂バイパス

湖内堆砂対策施設

試験運用期間

本運用

モニタリング

事前ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査

事後ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査

継続調査

期間の定義 ※土砂バイパス試験
運用開始（H17～）

【試験運用前】
• 本運用までに解決すべき

課題の検討
➔試験運用計画の検討
➔試験運用開始前までに把

握すべき調査計画の検
討・実施

【試験運用期間】
• 「試験運用計画」に従った

取水・排砂ゲートの操作
（様々な操作運用）の確認

• 土砂侵食特性の確認
• 運用計画の見直し
• 下流河川への影響の確認

【本運用開始】
• 試験運用結果

を踏まえた「運
用計画」に従っ
た操作運用

• 最低減の施設
モニタリング

期間中実施する調
査の定義

※土砂バイパス試験
運用開始後の環境
調査（H17～）

【事前モニタリング調査】
• 施設運用前の環境調査

➔水環境
➔物理環境
➔生物環境

【事後モニタリング調査】
• 施設の機能調査
• 施設運用後の環境調査

➔水環境
➔物理環境
➔生物環境

【継続調査】
• 調査が必要な

項目に対してモ
ニタリングを実
施（高遠ダム下
流の濁度等）

施設完成
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１．運用計画

1.1 運用計画の基本的な考え方

【要求性能】

①排砂量の確保

湖内堆砂対策施設（ストックヤード）に投入した土砂は、出水時において可能な
限り多くを土砂バイパスを介して美和ダム下流に排砂すること。注）１

②下流河川の環境影響への配慮

排砂量を確保したうえで、中小洪水において、出水時のダム下流濁水濃度の変
化が、下流河川の環境に大きな変化を与えないよう配慮すること。

③運用操作の確実性の確保

湖内堆砂対策施設の運用は出水時であり、様々な設備の操作が必要なことから、
操作時間や操作回数などの運用方法が比較的単純であるとともに、将来的に自
動化が可能なこと。

注１） 大規模出水（昭和57・58・60年においてストックヤード内に敷設する土砂量（30,000m3）を全量排砂可
能とするとともに、中小出水においても可能な限り多くの土砂量を排砂すること。

（3）湖内堆砂対策施設運用の要求性能
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１．運用計画

1.1 運用計画の基本的な考え方

 中小洪水時に生じる可能性のある現象 大規模洪水時に生じる可能性のある現象

湖内堆砂対策施設（ストックヤード）は、排砂ゲートの開閉により排砂を行う施設である

• 排砂ゲートの全開操作を行うと、ストックヤード内の土砂が法肩侵食により短時間で
排砂されるため下流でSS濃度が高くなると想定される。

• 大規模洪水であれば、洪水自体のSSが高いため排砂による影響は小さいと考える
（下左図）。

• 中小規模の出水時では、排砂運用開始時に高濃度となるため、下流河川への影響
が想定される（下右図）。

（4）湖内堆砂対策施設運用を検討するうえでの配慮事項

25,000mg/L

時間

SS

：堆砂対策なし
：排砂ゲート全開操作 25,000mg/L

：堆砂対策なし
：排砂ゲート全開操作

時間

SS

ストックヤード運用時に
SS濃度が高くなるが、そ
の後の洪水ピークのSS

濃度も高い

ストックヤード運用時に
SS濃度が高くなるが、そ
の後の洪水ピークのSS

が低いこと
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１．運用計画

1.1 運用計画の基本的な考え方

制御操作（中小洪水時）運用のイメージ
ゲートを制御操作することにより表層侵食のみの排砂を行う

 全開操作（中小洪水時）運用のイメージ

【運用計画を検討するうえでの基本的な考え方】
• 大規模出水時では、下流環境に配慮したうえで、取水・排水ゲートを全開操作する。

• 中小洪水時には、取水または排砂ゲートを制御操作し、排砂量の調整を行うことで、
影響の軽減を図る（右下図）。

（5）湖内堆砂対策施設運用の基本的な考え方

25,000mg/L
：堆砂対策なし
：排砂ゲート全開操作

時間

SS

25,000mg/L
：堆砂対策なし
：制御操作

時間

SS

5



１．運用計画

1.2 制御操作運用の方法

（1）制御操作時における排砂機能の確認

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

排砂ゲート

最大4m
1.12m

①法肩侵食で排出 ①法肩侵食で排出

②表層侵食で排出 ②表層侵食で排出

（ｈ）

最大34.6ｈ

1.12

1.12
(28%)

2.88
(72%)

SY内
土砂量

満砂

空虚

排
砂

の
進

行

① 法肩侵食による排砂（0.5～2.0h）

② 表層侵食による排砂（2.0～34.6h）

② 表層侵食による排砂（0.5～7.4h）

排砂が最も遅いケース

排砂が最も早いケース

S.
Y 

内
土

砂
厚

（
m

）

運用開始からの経過時間

 ストックヤード内の土砂は、これまでの実験結果を踏まえ、排砂速度の大きい（排砂量：大）法肩侵
食と、排砂速度の小さい（排砂量：小）表層侵食により排出される（下図）ことがわかっているが、制
御操作運用（表層侵食）を実施した場合、所定の排砂機能が満足できるかを確認する必要がある。

制御操作により期待する
ストックヤード内の侵食状態

実験で法肩侵食が想定される表層部堆積土砂も表層侵食により流出させる
ことで、発生する濁水濃度を出水期間を通して低減させる
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（1）制御操作時における排砂機能の確認

１．運用計画

1.2  制御操作運用の方法

・制御操作は、ダム下流濁水対策としては効果
がある一方で、湖内堆砂対策施設としての排
砂機能を低下させることとなる。

・このため、確保すべき排砂機能に問題がない
かを確認する。

・下記計算において、ストックヤードから排出す
べき土砂量はV1+V2となる。排砂ができずV1が
累積し、ストックヤードの容量3万m3を超えな

ければ必要な排砂機能を維持し、ストックヤー
ドを運用していくことが可能である。

<N年度非洪水期>

・Ｎ年度洪水期に堆積
した土砂を浚渫し、ス
トックヤードに投入

・Ｎ+1年度洪水期まで

投入した状態で維持
する

・N+1年度洪水期の流

況に応じて内部土砂
を排出

・洪水期後に土砂が残
る(V1m3)ことも想定さ
れる。

・N+1年度洪水期に堆

積した土砂を浚渫
(V2m3)し、ストック
ヤードに投入

・当該年度に排砂す
べき土砂量はV1+V2
となる

<N+1年度 洪水期終了後>

<N+2年度 非洪水期>

<N年度 非洪水期～N+1年度洪水期前>

以降繰り返し

Ｖ1m3

Ｖ2m3

Ｖ1m3

計算フロー

① 各年でS.Y.に投入される浚渫土砂量(V2)の整
理 （1次元河床変動計算による予測）

② 年間運用時間の整理

③ ①・②の結果から、各年のS.Y.から排出される
土砂量を算出する。（残った土砂量：V1）

④ 「洪水期前のS.Y.内土砂量(右図V1+V2)」が排
砂ができずV1の累積によりS.Y.容量3万m3を超
えることなく運用できるかどうかを確認する。 排砂速度はばらつきがあり、特に表層侵食速

度を早いケース（16cm/s）とするか、遅いケー
スとするか(4cm/s)で排砂時間は大きく変わる。

満砂
ライン

4m

満砂
ライン

4m

満砂
ライン

4m

※ S.Y.:ストックヤード
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（1）制御操作時における排砂機能の確認

１．運用計画

1.2 制御操作運用の方法

・前頁に基づく計算方法で、各年の流況に応じた浚渫土砂量をストックヤード内に投入し、洪水
期前のストックヤード内土砂量(V1+V2)が排砂ができずV1の累積によりストックヤードの容量3万
m3を超えることなく運用できるかどうかを確認した。

・その結果、表層侵食速度が10cm/h（実験結果の最速は16cm/h）であれば、下図のとおりV1+V2
が3万m3を超えることなく排砂機能が維持されることを確認した。

【洪水期前のストックヤード内土砂量（Ｖ1＋Ｖ2）】

V1+V2は、前頁で示したとおり、各年のストックヤードで処理すべき土砂量を示す。

V1+V2 は上記のグラフに示すとおり、排砂ができずV1が累積することによりストックヤードの容
量3万m3を超えず、容量不足になることがないため、所定の排砂機能の維持が可能である。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

S4
8

S4
9

S5
0

S5
1

S5
2

S5
3

S5
4

S5
5

S5
6

S5
7

S5
8

S5
9

S6
0

S6
1

S6
2

S6
3 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

ｽ
ﾄｯ

ｸ
ﾔ

ｰ
ﾄﾞ

内
運

用
土

砂
量

（
m

3 ） 容量V=30,000m3

昭和57年は大規模洪水年で、ストック
ヤードから全量排出され、浚渫量も多い
⇒昭和58年のV1=0m3、V2＝3.0万m3

昭和59年は洪水が少なく、ストックヤードか
らの排出が少なく、浚渫量も少ない
⇒昭和60年のV1=2.2万m3、V2＝0.1万m3

表層侵食速度 10cm/hの場合

■V1：前年の残土砂
■V2：当該年の投入土砂

＜計算条件＞
流入量300m3/s以上:法肩侵食
流入量300m3/s未満：表層侵食
流況:S48～H24の実流況
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１．運用計画

1.2 制御操作運用の方法

排砂時間を通じて制御操作運用を実践する（表層侵食のみで法肩侵食を発生させない）ための
方法としては、以下が考えられる。
①排砂ゲート開度調整

⇒排砂ゲート開度を調整し、ストックヤード内水位を高く維持することで法肩侵食を発生さ
せない。

②取水ゲート開度調整（開度一定）
⇒取水ゲート開度を調整し、ストックヤードへの取水量を抑えることで法肩侵食を発生させ

ない。

ゲート開度小

取水ゲート

排砂ゲート

落差エネルギーが小さくなり、排砂
速度を抑制

取水ゲート開度を調整し、
取水量を縮小することで法
肩侵食発生抑止を図る。

排砂ゲート開度を調整し、
S.Y.水位を高く維持すること

で上下流の落差を減少させ、
法肩侵食発生抑止を図る。

ストック土砂

①排砂ゲート開度調整

（2）制御操作運用を実践するための方法-1

②取水ゲート開度調整

※ S.Y.:ストックヤード
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１．運用計画

 制御操作運用では、排砂ゲート開度・取水ゲート開度を調整することとなる。制約条件として、取水
量に対し、ストックヤード外へオーバーフローすることなく排砂ゲートから排水させる必要がある。

 水理計算により、取水ゲート全開時(約40m3/s取水）・半開時（約25m3/s取水）それぞれで、ストック
ヤードがオーバーフローしない排砂ゲート開度を求めた。

 制御操作運用では、取水ゲート開度に応じて、排砂ゲートをストックヤードがオーバーフローしない
最小開度以上で運用することとなる（右下表）。

1.2 制御操作運用の方法

（2）制御操作運用を実践するための方法-2

カーテン
ウォール

排砂ゲート

開度：ｂ(m)
（全開時2.5m）

ストック土砂

Ａ

Ａ

5ｍ

Ａ－Ａ

 水深5mを超えるとオーバーフ
ローするため、極端に開度を
小さくすることはできない。

 取水量を小さくすると、排砂
ゲート開度は小さくしても
オーバーフローしない。

取水ゲート
開度a 取水量

排砂ゲート
開度ｂ

S.Y内
水深

判定
(全開1.1m) (全開2.5m)

m m3/s m m

1.10 40

0.65 4.0 ○
0.60 5.0 ○
0.50 6.3 ×
0.38 11.2 ×

0.55 25

0.75 2.0 ○
0.50 2.8 ○
0.38 4.5 ○
0.30 7.0 ×

取水ゲート全開時 40m3/s

取水ゲート

開度：a(m)
（全開時1.1m）

判定：S.Y内水深が5m以下ならOK
（オーバーフローしない）

※ S.Y.:ストックヤード
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１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（1）湖内堆砂対策施設運用の流れ
ポンプ浚渫⇒パイプライン輸送

（湖内⇒ストックヤード）

ストックヤードへ投入

洪水待機
（流入量100m3/s未満の出水）※1

流入量が100m3/s
以上でバイパスが運用

されているか

ストックヤード内
土砂を完全に排出する時間

が確保されたか

ストックヤード内は空虚となる

ストックヤード内に土砂が残る
ストックヤード内の測量

浚渫範囲深浅測量（No.17‐21）・
浚渫土量確定

浚
渫

ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
運
用

NO

NO

YES

非出水期

出水期

非出水期

浚渫範囲深浅測量（No.17‐
21）・浚渫土量確定

前年度残土砂と当該年度
浚渫土砂が容量内に収ま
ることを確認

※1：流入量100m3/sは、現在

の土砂バイパストンネル
を運用する目安である。

制御操作運用を継続

流入量が
300m3/s以上となる

全開操作運用に切替え

NO

YES

YES
制御操作運用

11



１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（2）ゲート操作（案）
取水ゲート

排砂ゲート

ストック土砂

〔全開操作運用〕

流入量100m3/s
で40m3/s取水

取水ゲート
・ゲートは全開操作とし、流入量100m3/s
時に40m3/sの取水とする。

排砂ゲート ・ゲートは片側2門ずつ操作する。
・ゲートを全開・全閉操作とする。

ａ＝1.1m(全開) 落差大きい

EL.816.7m

（下流水位）

ａ＝2.5m

EL.815.2m

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

Bサイド

Aサイド

閉

閉

開

開

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉 開

Bサイド

Aサイド

開

開

閉

閉

取水ゲート
1門

開

Bサイド

Aサイド

閉

閉

開

開

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

開

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉

全てのゲートを全閉状
態とし、ゲート操作開
始条件が整うまで待機

取水ゲートと排砂ゲート
片側2門(Aサイド)を全
開操作

⇒法肩侵食により、排
砂が進行

Aサイドの法肩侵食が完

了し、排砂速度が低下す
ると、排砂ゲートをBサイ
ドへ切り替える

Bサイドの土砂が全て排

出されると、排砂ゲート
をAサイドへ切り替える

全ての土砂が排出される
と、全てのゲートを全閉状
態とする
※ただし、途中で流入量が減

少し、ストックヤード運用条
件を満たさなくなるとその段
階で全ゲートを全閉とする。

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

法肩侵食

Bｻｲﾄﾞ

法肩侵食

Aｻｲﾄﾞ Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

表層侵食

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

掃流力大きい
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１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（2）ゲート操作（案）

取水ゲート 排砂ゲート

ストック土砂

〔制御操作運用①〕

EL.816.7m

（下流水位）

ａ＝0.65m

EL.815.2m

落差小さい

流入量100m3/s
で40m3/s取水

ａ＝1.1m(全開)

取水ゲート ・ゲートは全開操作とし、流入量100m3/s時に40m3/sの取水とする。

排砂ゲート

・ゲートは片側2門ずつ操作する。
・ゲート開度を調整することにより、ストックヤード.内水位を高く維持し、法肩侵食による急激

な排砂を発生させず、表層侵食のみによる排砂を実施する。
・ゲート開度が過度に絞ると取水量が排出しきれず、オーバーフローしてしまうことになるため、

取水量を確実に排水させるため、ゲート開度を0.65m (全開は2.5m) で維持する。

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

Bサイド

Aサイド

閉

閉

開

開

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉 開

Bサイド

Aサイド

開

開

閉
閉

取水ゲート
1門

開

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉

全てのゲートを全閉状
態とし、ゲート操作開
始条件が整うまで待機

取水ゲートは全開、排砂ゲート片
側2門(Aサイド)を制御操作とする。

⇒排砂速度が低下する場合は排
砂ゲートを全開にするなどの処
置をとる

Aサイドの土砂が全て排

出されると、排砂ゲート
をBサイドへ切り替える。
同様の操作を実施する。

全ての土砂が排出されると、全
てのゲートを全閉状態とする
※ただし、途中で流入量が減少し、

ストックヤード運用条件を満たさな
くなるとその段階で全ゲートを全
閉とする。

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ Bｻｲﾄﾞ

表層侵食

表層侵食

掃流力大きい
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１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（2）ゲート操作（案）

取水ゲート
排砂ゲート

ストック土砂

流入量100m3/s
で25m3/s取水

ａ＝0.55m(半開) 落差小さい

EL.816.7m

（下流水位）

ａ＝0.38m

EL.815.2m

〔制御操作運用②〕

取水
ゲート

・ゲートの開度を調整し、取水量を抑制することにより、ストックヤード内で法肩侵食による急激な排砂を
発生させず、表層侵食のみによる排砂を実施する。

・ゲートの開度を0.55m(半開）とすることで、流入量100m3/s時の取水量を40m3/sから25m3/sに抑制する。

排砂
ゲート

・ゲートは片側2門ずつ操作する。
・ゲート開度を調整することにより、ストックヤード内水位を高く維持し、法肩侵食による急激な排砂を発

生させず、表層侵食のみによる排砂を実施する。
・ゲート開度が過度に絞ると取水量が排出しきれず、オーバーフローしてしまうことになるため、取水量を

確実に排水させるため、ゲート開度を0.38m (全開は2.5m) で維持する。

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

Bサイド

Aサイド

閉

閉

開

開

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉 開

Bサイド

Aサイド

開

開

閉

閉

取水ゲート
1門

開

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉

全てのゲートを全閉状
態とし、ゲート操作開
始条件が整うまで待機

取水ゲート・排砂ゲート片側2門(A
サイド)を制御操作とする。

⇒排砂速度が低下する場合は取
水ゲート・排砂ゲートを全開に
するなどの処置をとる

Aサイドの土砂が全て排

出されると、排砂ゲート
をBサイドへ切り替える。
同様の操作を実施する。

全ての土砂が排出されると、全
てのゲートを全閉状態とする
※ただし、途中で流入量が減少し、

ストックヤード運用条件を満たさな
くなるとその段階で全ゲートを全
閉とする。

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ Bｻｲﾄﾞ

表層侵食

表層侵食

掃流力小さい
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１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（2）ゲート操作（案）

取水ゲート
排砂ゲート

ストック土砂

〔制御操作運用③〕

EL.816.7m
（下流水位）

ａ＝2.5m

EL.815.2m

流入量100m3/s
で25m3/s取水

ａ＝0.55m(半開)

取水ゲート

・ゲートの開度を調整し、取水量を抑制することにより、ストックヤード内で法肩
侵食による急激な排砂を発生させず、表層侵食のみによる排砂を実施する。

・ゲートの開度を0.55m (半開)とすることで、流入量100m3/s時の取水量を
40m3/sから25m3/sに抑制する。

排砂ゲート
・ゲートは片側2門ずつ操作する。
・ゲートは全開・全閉操作とする。

落差大きい

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

Bサイド

Aサイド

閉

閉

開

開

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉 開

Bサイド

Aサイド

開

開

閉

閉

取水ゲート
1門

開

Bサイド

Aサイド

閉

閉

閉

閉

取水ゲート
1門

排砂ゲート
2門×2

閉

全てのゲートを全閉状
態とし、ゲート操作開
始条件が整うまで待機

取水ゲートを制御操作、排砂ゲー
ト片側2門(Aサイド)を全開操作と
する。

⇒排砂速度をモニタリングし、排
砂速度が低下する場合は取水
ゲートを全開にするなどの処置
をとる

Aサイドの土砂が全て排

出されると、排砂ゲート
をBサイドへ切り替える。
同様の操作を実施する。

全ての土砂が排出される
と、全てのゲートを全閉状
態とする
※ただし、途中で流入量が減

少し、ストックヤード運用条
件を満たさなくなるとその段
階で全ゲートを全閉とする。

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ

Aｻｲﾄﾞ Aｻｲﾄﾞ

Bｻｲﾄﾞ Bｻｲﾄﾞ

表層侵食

表層侵食

掃流力小さい
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１．運用計画

1.3 運用計画（案）

（3）制御操作運用のイメージ（制御操作運用①）

表層侵食
全開

表層侵食

開度
調整

 制御操作運用により、
排砂ゲート上流水位を
高く維持することにより、
落差流の発生を抑制し、
法肩侵食による急激な
排砂を発生させない。

 排砂は表層侵食のみで
進行するが、排砂ゲート
上流水位を高く維持した
まま排砂が進行すると、
摩擦速度とともに表層
侵食速度が低下する。

 このため、排砂の進行と
ともに、段階的にゲート
開度を大きくしていく必
要がある。

0
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250

流
入
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排
砂
ゲ

ー
ト
開

度
（

m）

S
Y内

土
砂
暑
（

m）

排砂ゲート開度

S.Y.内土砂厚

0.65m

S.Y.運用開始
S.Y.内（片側）排砂完了

2010年7月14日を例にした波形

時 刻

全開

全閉

10cm/1時間でゲート開度を段
階的に大きくすることを想定

ゲート開度を段階的に
大きくすることにより排
砂速度を一定に保つ

※ S.Y.:ストックヤード
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水理模型実験の実施条件 実運用で想定される現象

① ゲート開度 排砂ゲート・取水ゲートは全開運用のみを想定。
実運用では、ゲート開度を調整し、排砂速度をコントロー
ルし下流河川への環境影響を軽減する。

② 取 水 量 S.Y.内土砂への通水量は40m3/s一定。 実運用では、取水量をコントロールすることが可能である。

③ S.Y内土砂量 S.Y.内は満砂状態（30,000m3）である。
実運用においては、S.Y内の土砂量は１年間の運用中に
変動し、満砂状態でない運用が生ずる。

④ S.Y内土砂の質 堆積した土砂の内、粘土・シルト（0.075mm以下）。
実運用においては、堆積土砂の内、粘土・シルト・砂
（2mm以下）。

概 要 図

１．運用計画

1.4 運用計画を確定するために把握すべき事項

 ストックヤードからの排砂現象は、平成25年度に実施された水理模型実験で把握さ
れているが、実験を実施した条件と実運用時の条件は異なる（下表）。

 また、水理模型実験は、粘着性土砂を対象として実施しているため、流砂運動の相
似性が確保されていない。

 上記のことから、現段階で明らかとなっていない項目が多く、試験運用中のモニタリン
グを通して明らかとしていく必要がある。

 試験運用中に明らかとすべき排砂現象については、次頁に整理した。

取水ゲート

排砂ゲート

①

②

③

②

④

取水ゲート

排砂ゲート

①

②

③

②

④

※ S.Y.:ストックヤード 17



１．運用計画

1.4 運用計画を確定するために把握すべき事項

種別 確認事項
該当する
操作方法

備 考

A ゲート操作開始
時の排砂

a. ゲート操作開始当初の排砂速度 全操作
方法b. 開始当初、瞬間的に高濃度の排砂が発生するか

B
排砂ゲート全開・
取水ゲート全開
時の排砂

a. 水理模型実験で確認したとおりの排砂プロセスであるか
（初期段階では法肩侵食、その後は表層侵食のみの排砂、
澪筋が形成されないか）

全開操作
運用

b. 法肩侵食により急激に排出される土砂は全体の何割か
（模型実験では全体の7割程度が法肩侵食により排出）
c. 法肩侵食による排砂速度
d. 表層侵食による排砂速度

C
排砂ゲート開度
調整・取水ゲート
全開時の排砂

a. 排砂ゲートの開度を調整することで、S.Y.内水位を維持し、法
肩侵食の発生を抑制することが可能か 制御操作

運用①

水理模型実験による確認を行ってい
ない。b. 法肩侵食（発生する場合）による排砂速度

c. 表層侵食(澪筋が形成された際の側岸侵食）による排砂速度

D

排砂ゲート開度
調整・取水ゲート
開度調整時の排
砂

a. 取排砂ゲートの開度を調整することで、S.Y.内水位を維持する
とともに、取水量を調整することで、法肩侵食の発生を抑制す
ることが可能であるか

制御操作
運用②

水理模型実験による確認を行っていな
い。b. 法肩侵食（発生する場合）による排砂速度

c. 表層侵食(澪筋が形成された際の側岸侵食）による排砂速度

E
排砂ゲート全開・
取水ゲート開度
調整時の排砂

a. 取水量を調整することで、法肩侵食の発生を抑制することが
可能か、澪筋が形成されないか 制御操作

運用③
水理模型実験の結果から、澪筋が形
成される懸念がある。b. 法肩侵食（発生する場合）による排砂速度

c. 表層侵食(澪筋が形成された際の側岸侵食）による排砂速度

F ストックヤード内土砂量と排砂速度の関係
全操作
運用

水理模型実験は満砂状態でのみ実施
されており、土砂量と排砂速度の関係
は確認されていない。

G ストックヤード内土砂の質と排砂速度の関係
全操作
運用

水理模型実験はシルト土砂を対象とし
て実施されており、土砂の質と排砂速
度の関係は把握されていない。
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１．運用計画

出水規模別に代表出水を抽出し、ストックヤード運用時の下流SSを予測した。
• 美和ダム流入量が100m3/s～300m3/sの規模の出水は、全開操作運用においてストックヤード有

り無しでピークSSが大幅に変化することを確認した。
• ピーク流量が300m3/sより小さい規模の出水（中小洪水時）では、制御操作運用を行うことを基本

とする。

【代表出水】

・ 昭和57年8月出水（生起確率1/100）

・ 昭和58年9月出水（生起確率1/30）

・ 平成1年9月出水（生起確率1/3）

・ 平成15年4月出水（生起確率1/1.5）

・ 平成1年7月出水（生起確率1/1.2）

・ 平成1年2月出水（生起確率1/1.1）

【SS評価地点】

高遠ダム下流の環境変化を把握するため、

藤沢川合流後、天竜川合流後、春近発電所放

流水合流後の３地点とした

【代表出水の抽出】 昭和57年～平成23年データ

1.5 運用時の水質予測（主要洪水における全開操作・制御操作時の水質変化の試算）
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１．運用計画

○ストックヤード地点（№②）
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1.5 運用時の水質予測（主要洪水における全開操作・制御操作時の水質変化の試算）

【SSハイドログラフの比較】
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【SSハイドログラフの比較】 ○藤沢川合流後地点（№14）
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【SSハイドログラフの比較】 ○天竜川合流後地点（№19）
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1.5 運用時の水質予測（主要洪水における全開操作・制御操作時の水質変化の試算）
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○春近発電所放流水合流後地点（№21）
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１．運用計画
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1.5 運用時の水質予測（主要洪水における全開操作・制御操作時の水質変化の試算）
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１．運用計画
２．環境影響予測

（4）予測結果まとめ

濁水ピークSSの比較

【濁水ピーク濃度（SS）】

（単位：mg/L）

対象出水 SYなし
全開操作

（大規模洪水）運用
制御操作

（中小洪水時）運用

昭和57年8月 43,263 43,591 43,591
昭和58年9月 19,096 29,351 19,560
平成1年9月 4,242 28,335 5,232
平成15年4月 2,340 28,959 3,649
平成1年7月 1,341 28,462 3,207
平成1年2月 1,301 29,465 3,151

対象出水 SYなし
全開操作

（大規模洪水）運用
制御操作

（中小洪水時）運用

昭和57年8月 19,739 19,887 19,887
昭和58年9月 7,508 7,508 7,667
平成1年9月 1,685 6,104 2,021
平成15年4月 939 8,594 1,454
平成1年7月 489 8,973 949
平成1年2月 489 9,291 1,098

対象出水 SYなし
全開操作

（大規模洪水）運用
制御操作

（中小洪水時）運用

昭和57年8月 20,253 20,405 20,405
昭和58年9月 7,717 8,657 7,882
平成1年9月 1,784 7,122 2,145
平成15年4月 1,019 10,088 1,584
平成1年7月 546 10,338 1,093
平成1年2月 561 11,203 1,280

○藤沢川合流後地点（№14）

○天竜川合流後地点（№19）

○春近発電所放流水合流後地点（№21）

• 中小出水では、湖内堆砂対策施設を全開操作（大
規模洪水）運用した場合も制御運用（中小洪水時）
運用した場合も、施設がない場合に比べて、下流
SS（三峰川・天竜川とも）が高くなる。

• 制御操作（中小洪水時）運用は、全期間表層侵食
で運用するため、中小出水において、ピークSSの上
昇が小さい。

• 全開操作（大規模洪水時）運用のピークSSは、現状

に比べ大幅に上昇するのに対し、制御操作（中小
洪水時）運用では、現状の2倍に程度に抑えられて
いる。

• また、本川合流後のピークSSは、本川の希釈効果
により、藤沢川合流後の1/2程度に減少する。

：運用ケース間で差がある ※赤文字は現状（SYなし）超過

対象出水 SYなし
全開操作

（大規模洪水）運用
制御操作

（中小洪水時）運用

昭和57年8月 0 200,000 7,950
昭和58年9月 0 200,000 7,950
平成1年9月 0 200,000 7,950
平成15年4月 0 200,000 7,950
平成1年7月 0 200,000 7,950
平成1年2月 0 200,000 7,950

○ストックヤード地点（№2） （単位：mg/L）

1.5 運用時の水質予測（主要洪水における全開操作・制御操作時の水質変化の試算）
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2．試験運用計画

2.1 基本事項

試験運用計画

計画の見直し※

モニタリング結
果の評価分析

●試験運用の基本的な考え方

試験運用前に作成した初期段階の試験運用計画（案）に対し、施設影響、物
理環境、水環境、生物環境に関するモニタリング調査を実施し、その結果を分
析することにより、必要に応じて試験運用計画を見直すものとする。このサイ
クルを３年間実施し、最終的な運用計画を作成する。

●試験運用の目的

ストックヤード内土砂の排砂現象や、下流河川等への影響を明らかし、湖内堆
砂対策施設の最終的な運用計画を確立する。

●試験運用の工程
試験運用期間は、施設完成後の３ヶ年とする。

最終的な運用計画

上記サイクルを３年間実施

※ 特に中小出水時の

ゲート操作

実際の運用・
モニタリング
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2．試験運用計画

2.1 基本事項

●試験運用期間のゲート操作に関する方針

 ストックヤード内土砂の排出に関わるパラメータ（ゲート開度・ストックヤード内の土砂量・土質）を
考慮すると、その組合せにより多数の排砂現象が発生すると考えられるため、試験運用実績を
蓄積しながら、操作方法を毎年見直していくものとする。

排砂に関わるパラメータ 排砂に与える影響

ゲート開度

取水ゲート
全開操作のみ ・取水ゲート開度調整で取水量を抑制することにより、

法肩侵食の発生を抑制するなどして排砂速度を制御
する。

開度調整有り

排砂ゲート
全開操作のみ ・排砂ゲート開度調整でストックヤード内水位を高く維

持することにより、法肩侵食の発生を抑制するなどし
て排砂速度を制御する。

開度調整有り

土砂量
・実運用においては、ストックヤード内の土砂量は１年
間の運用中に変動し、満砂状態でない運用が生ずる。
土砂量によっても排砂現象は変化すると考えられる。

土砂の質
粘土・シルト主体 ・排砂現象は、投入された土砂の質により変化するこ

とが想定される。
砂分主体（大規模洪水後）
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2．試験運用計画

2.2 試験運用計画（案）

 試験運用期間３年間が、平均的な流況であるとすると、湖内堆砂対策施設の運用機会は年２回程度
の頻度で発生することから、毎年２回の運用が可能とする。

 初年度は、制御操作①と全開操作を各レーンで実施する。
 洪水期の実運用実績をふまえ、モニタリング結果を分析し、次年度の試験運用方法を決定する。

1回目：制御操作運用①
2回目：全開操作運用

※１ 片側サイドずつを用いて実施

※２ 全開操作は、関係機関との調整が必要

１年目

２年目

洪水期

・排砂現象の分析
・下流河川のモニタリング

下流河川への
影響について問題

あるか

非洪水期

NO

YES

YES YES

下流河川への
影響について問題

あるか

下流河川への
影響について問題

ないか

NO NO

排砂量をさらに抑制する運用方
法に変更

排砂効率向上・操作負担軽減を
目的とした運用方法に変更

３年目

※ ３年目以降も繰り返し

洪水期

非洪水期

注）全開操作運用 ：取水ゲート全開
排水ゲート全開

制御操作運用①：取水ゲート全開
排砂ゲート開度調整
（p12～13に説明）
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2．試験運用計画

2.2 試験運用計画（案）

 試験運用3年間における操作実績や得られたモ
ニタリング調査結果により、操作方法の見直し
については複数のシナリオが考えられる。

 実運用で得られた結果について、「所定の排砂
機能が得られているか」、「下流河川への影響
に問題がないか」の指標で判定し、操作方法を
見直し、初年度の試験運用計画を修正し、最終
的に排砂機能・下流河川への影響の双方に配
慮した操作方法を確立する。

注）全 開 操 作 ：取水ゲート全開
排水ゲート全開

全開操作運用
制御操作運用

①・③
制御操作運用

②

排砂効果 高 中 低

環境への影響 大 中 小

※全開操作よりも排砂効果を高めるためには、運用時間を長くする

※制御操作②によりも環境への影響を抑えるために、ダム放流量に
よる希釈等、別途環境対策を講じる

制御操作①：取水ゲート全開
排砂ゲート開度調整

（p12～15に説明）

1年目

排砂機能 下流影響

問題無し 全開操作運用×2
排砂機能向上を重視する方法に
変更

問題有り 制御操作運用②×2 排砂機能を制御する方法に変更

問題無し 全開操作運用×2
排砂機能向上を重視する方法に
変更

問題有り
全開操作運用×2

+環境対策
排砂機能向上と環境対策を両立さ
せる方法に変更

1回目：制御操作運用①
2回目：全開操作運用

1年目モニタリング
2年目操作方法 1年目→2年目の変更方針

問題
無し

問題
有り

2年目 全開操作運用×2

排砂機能 下流影響
問題無し 全開操作運用×2 同操作を繰り返してデータを蓄積
問題有り 制御操作運用①×2 操作方法変更

1年目よりも排砂機能を重視しているため、排砂機能で「問題有り」は」想定しない。

2年目モニタリング
3年目操作方法 2年目→3年目の変更方針

問題
無し

2年目 制御操作運用②×2

排砂機能 下流影響
問題無し 制御操作運用②×2 同操作を繰り返してデータを蓄積

問題有り
制御操作運用②×2

+環境対策
排砂機能は維持しながら環境対
策を実施

問題無し 制御操作運用③×2
排砂機能向上を重視する方向で
変更

問題有り
制御操作運用②×2

+運用時間延長
+環境対策

排砂機能向上と環境対策を両立さ
せる方法に変更

2年目モニタリング
3年目操作方法 2年目→3年目の変更方針

問題
無し

問題
有り

2年目 全開操作運用×2

排砂機能 下流影響
問題無し 全開操作運用×2 同操作を繰り返してデータを蓄積
問題有り 制御操作運用①×2 操作方法変更

問題無し
全開操作運用×2
+運用時間延長

排砂機能向上を重視する方向で
変更

問題有り
全開操作運用×2
+運用時間延長

+環境対策

排砂機能向上と環境対策を両立さ
せる方法に変更

問題
有り

問題
無し

2年目→3年目の変更方針3年目操作方法
2年目モニタリング

2年目 全開操作運用×2＋環境対策

排砂機能 下流影響

問題無し
全開操作運用×2

＋環境対策
同操作を繰り返してデータを蓄積

問題有り
全開操作運用×2

＋さらなる環境対策
排砂機能は維持しながらさらなる
環境対策を実施

問題無し
全開操作運用×2
+運用時間延長

+環境対策

排砂機能向上を重視する方向で
変更

問題有り
全開操作運用×2
+運用時間延長

+さらなる環境対策

排砂機能向上とさらなる環境対策
を両立させる方法に変更

問題
有り

2年目モニタリング
3年目操作方法 2年目→3年目の変更方針

問題
無し
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３．環境影響予測

3.1 物理環境の影響予測

（1）物理環境予測のための現状整理

【河 床 高】H16年からH23年にかけて、人為的な改変を除けば河床高に大きな変化はない。
【横 断 形】 澪筋の位置は変動している。
【河床材料】主に2～200mmの材料で構成されており、出水前後の粒径は6.6k地点では、若干
細粒化するものの変化は比較的小さい。

平均河床高の変動（H16～H23年）

横断形状の変化

自然再生事業・河道改修区間

河床材料調査結果
（H25における179m3/s出水前後）

6.6k地点
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（2）物理環境の予測方法（河床変動モデルの作成）

予測計算条件

予測計算ピーク流量（100年間）

項目 計算条件 備考

計算手法 一次元河床変動計算

対象区間 三峰川0.0k～10.4k

初期河床 H23河床

計算期間 S62～H23×4回の100年
間

流入量 高遠ダム放流量 流入量－利水
取水量

流入土砂量 【高遠ダム放流土砂量】
浮遊砂については利水
取水分を除く
【支川流入土砂量】2mm
以下は美和ダム流入土
砂量からの面積按分。
2mm以上は掃流力見合
い。

高遠ダムより上
流も別途河床変
動計算を実施し
ている

河床材料 H25年出水前調査結果
（6.6kと7.0kの平均値を
全区間に）

検証計算結果

河床変動モデルの計算方法と検証結果
・作成した河床変動計算モデルを検証した結果、5.4k地点の洗掘や3.6～4.8k付近の洗掘

傾向を概ね再現できていることを確認した。

３．環境影響予測

3.1 物理環境の影響予測
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（3）物理環境の予測結果（河床変動計算）

条件 河床変動高 河床材料

湖内堆砂
対策施設な

し

湖内堆砂
対策施設

あり

・河床変動高は長期的にみて変化が小さく、湖内堆砂対策施設の有無による違いはない。

・河床材料は長期的にみてやや粗粒化するものの変化は小さく、また湖内堆砂対策施設の有
無による違いはない。

３．環境影響予測

3.1 物理環境の影響予測
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（3）物理環境の予測結果（水質予測※による細粒土砂堆積）

【細粒土砂堆積】
・湖内堆砂対策施設がない場合、藤沢川合流後～新山川合流前の区間で細粒土砂が6～348mm
堆積する。

・湖内堆砂対策施設ありの場合、湖内堆砂対策施設がない場合に比べて堆積厚がやや増加する。
・全開操作運用と制御操作運用による堆積厚の違いは非常に小さい。

３．環境影響予測

3.1 物理環境の影響予測

※モデル上、新山川合流点より下流ではSSの減衰は見込んでいない

※:P19の水質予測モデルを用いた計算
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（4）物理環境の予測結果まとめ

湖内堆砂対策施設の運用により、
・河床高の変化は小さい。

・河床変動計算による平均的な粒径の変化を長期的に見ると、河床材料の
粒径構成の変化は小さい。

・水質予測モデルでの試算によると、藤沢川合流後～新山川合流前の区間
で細粒土砂の堆積がわずかに生じる。なお、細粒土砂は小出水において
発生する掃流力でも移動可能である注１）。このことから、特に水域の堆積
傾向は一時的であり維持されにくいと考えられる。

注１）2mmを動かし得る流量は、岩垣式から流速0.3m/s 相当（6.6k）であり、平常時流量（高遠ダ
ム維持放流量）0.96m3/s でも発生

【物理環境のレスポンス（環境影響）】

・三峰川の高遠ダム下流における河床高は維持される（影響は小さい）

・同区間のうち比較的上流（藤沢川合流後～新山川合流前）では湖内堆砂対策
施設運用後において細粒材料がわずかに堆積するが、その後の小出水等で
掃流され、多くの水域で元の河床に戻る

３．環境影響予測

3.1 物理環境の影響予測

⇒今後、非出水期等の横断測量および河床材料調査により物理環境をモニタリングする。
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（1）生物環境予測のための現状整理 1) 付着藻類

クロロフィルａ

無機物量、無機物率

・ 少なくとも90m3/s以上の出水で付着藻類量（Chl‐a)、無機物量ともに多くが減少する。
・付着藻類は、その後に増加する。

・無機物率は、全体的に高い。土砂バイパス放流後に細粒土砂が供給され、一時的に上昇傾向
を示すが、ピークSSが変わっても無機物量の増加速度に大きな違いはない。

H20H19H18
St.2

7,240mg/l 1,500mg/l
13,100mg/l

1,200mg/l

赤字：三峰川橋ピーク流量

青字：三峰川橋ピークＳＳ

7,240mg/l 1,500mg/l 13,100mg/l 1,200mg/l

洪水 三峰川橋
ピークSS
（mg/l）

放流二週間後の
無機物増加量

（g/m2/日）

H18.7 7,240 1.9

H19.7 1,500 2.8

H19.9 13,100 2.0

H20.6 1,200 2.2

三峰川橋

⇒今後、主に出水直後の付着藻類（無機物を含む）の剥離と生長に関してモニタリングする。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（土砂バイパス試験運用結果より）
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個体数および湿重量の経年変化（1月調査）

St.2
St.1

湿重量

個体数

483m3/s
193m3/s

483m3/s

483m3/s
193m3/s

483m3/s

（1）生物環境予測のための現状整理 2) 底生動物

生活型による個体数割合の経年変化（1月調査）

・Sｔ.1およびSt.2の両地点ともに、出水時発生流量と個体数・湿重量
の関係に一定の変化傾向は見られない。

・ St.2の優占種は概ね造網型で、礫間隙の存在が伺える。
・上流のSt.1では優占種が細粒土砂を好む掘潜型に変化している。
礫間隙における細粒土砂の充填が考えられる。

90m3/s

90m3/s

St.1
483m3/s

193m3/s

483m3/s

90m3/s

St.2
483m3/s

193m3/s

483m3/s

90m3/s

赤字：三峰川橋ピーク流量

⇒今後、生活型の個体数割合により、長期的な変動と出水直後の変化をモニタリングする。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（土砂バイパス試験運用結果より）
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（1）生物環境予測のための現状整理 3) 魚類相

St.2

【対象魚】

・三峰川には12種の魚類が生息（H18）、うちアユは漁業関係者による放流注１）。

・生息確認種のうち一般に水の濁りによる影響を受けやすいのはオイカワ。

・河床材料の変化による影響を受けやすいのは底生魚（ヨシノボリなど）。

・以上より、着目する魚種として、オイカワ・ヨシノボリ及び参考としてアユを対象とする。
注１）H28,H29は三峰川ではアユは放流されていない

魚類相の調査地点※H18年度調査結果、「放流後」は土砂バイパス放流後の調査

三峰川の魚類相

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（土砂バイパス試験運用結果より）
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（1）生物環境予測のための現状整理 3) 魚類相

【個体数（アユ以外）】

・出水時流量と個体数変動に明確な関係は
見られない。

・清水を好むオイカワの割合に変化は見られ
ず、細粒土砂の増加の影響は見られない。

捕獲個体数の経年変化（アユを除く注２）

注１

注１

オイカワ捕獲個体数割合の経年変化（アユを除く注２）

注１：H21は7.4k地点の澪筋が大きく変わって右岸よりから左岸によりに変わったため、4.0k地点で調査を実施。
注２：アユは漁協の放流量に大きく支配されるため、対象から除外。

St.2St.2（H21以降）

赤字：三峰川橋ピーク流量

⇒今後、魚類相の種構成の変化と魚種の個体数の変化をモニタリングする。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（土砂バイパス試験運用結果より）
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・中小洪水では河道満杯で流下せず、旧澪筋や砂州上に部分的に冠水する箇所が発生する。
・300m3/sでは冠水面積が平常時に比べて約９倍に増加する。木本類が多く生長する冠水箇所

では淀みや緩流箇所など、魚類が退避可能な様々な流れ場が形成される可能性がある。

（1）生物環境予測のための現状整理 4) 魚類退避場所‐1

※一次元計算水位を面的に補完した計算水位を用いた

流量 冠水面積（m2） 倍率

平常時 160,369 1.0 

50 765,436 4.8 

100 973,477 6.1 

200 1,264,683 7.9 

300 1,423,708 8.9 

400 1,523,086 9.5 

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測
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・三峰川の現地を確認すると、低水路との連続性、ワンド形状、支川および排水路からの流れ込み
の箇所などにおいて、様々な退避場所が形成されることが想定される。

・これらの箇所は木本類をはじめとする植生が多く繁茂するため、場所によってはＳＳ濃度を若干緩
和する効果も期待できる。

0.6k右岸 2.6k左岸

3.0k左岸 3.6k右岸霞堤部

旧澪筋脇
旧澪筋

樋門と澪筋の
間の水路

霞からの流入水路。
河道内よりも低SS
の流入が期待され
る。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（1）生物環境予測のための現状整理 4) 魚類退避場所‐2
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・山が隣接する5.2k左岸では、伏流水が確認され、出水時には澪筋と比べてSSが低く、水温が
高くなっていた。退避している魚類も確認されている。

5.2k左岸

平成23年9月4日の魚類忌避行動調査時のSS

項目 三峰川橋
5.2k左岸
退避場所

日時 H23/9/4  12:00 H23/9/4  11:30

SS（mg/l） 938 190

水温（℃） 15.4* 17.8

美和ダム放流量 114 m3/s

出水調査時（H23/9/4）の状況

投網による捕獲調査結果*5.2k澪筋11:30の水温

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測

（1）生物環境予測のための現状整理 4) 魚類退避場所‐3

⇒今後、航空写真等により忌避場所を抽出し、捕獲調査によりモニタリングする。 40



0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

合計 0～1km 1～2km 2～3km 3～4km 4～5km 5～6km 6～7km 7～8km 8～9km 9～10km 10～11km

（1）生物環境予測のための現状整理 5) 植生

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

合計 area 三峰川_0-01三峰川_01-

02

三峰川_02-

03

三峰川_03-

04

三峰川_04-

05

三峰川_05-

06

三峰川_06-

07

三峰川_07-

08

三峰川_08-

09

三峰川_09-

10

三峰川_10-

平成23年度

・7～9km（青点線） における安定植生（河畔林・高茎草本）の割合は、40～50%程度であり変化
は小さい。

・H28年度において、5kmより下流では河原が大きく減少し、低茎草本や高茎草本（ツルヨシ）に
置き換わっている。

平成28年度

水面

その他

河畔林

高茎草本

低茎草本

河原

5.2kのツルヨシの状況

H29.8.10撮影

⇒今後、5年に1度の水国により植生の変化をモニタリングする。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測
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（1）生物環境予測のための現状整理 6) まとめ

項目 現状のまとめ

付着藻類 ・ 付着藻類は90m3/s程度またはこれ以上の出水により剥離が進む。そ
の後更新する。

・無機物率が多い。

底生動物 ・出水時発生流量と個体数・湿重量の関係に一定の変化傾向は見られ
ない。

・三峰川の調査地点のうち、高遠ダム直下流では占種が細粒土砂を好
む掘潜型に変化する傾向がみられる。一方でこれより下流の優占種
は概ね造網型で、礫間隙の存在が伺える。

魚類 ・出水時流量と魚類個体数の変動に明確な関係は見られない。

・清水を好むオイカワの割合に変化は見られず、細粒土砂の増加の影
響は見られない。

・ 三峰川には忌避行動が可能と考えられる場が複数存在しており、魚類
は出水時において忌避行動をしていると考えられる。

植生 ・上流側の植生（河畔林・高茎草本）に大きな変化は見られない。

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測
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環境影響のバックグラウンド（前提） ： 美和ダム（高遠ダム）、土砂バイパスの運用
高遠ダム維持流量放流

インパクト（影響を及ぼす要因） ： 湖内堆砂対策施設の運用

レスポンス（生じる環境影響） ： 物理環境・水環境・生物環境
※同種のインパクトによる影響として採用される

他ダムなどの事例を参考に選定
※影響の程度は数値解析結果や定性予測手法

などから予測

バックグラウンド レスポンスインパクト

ダムの供用

土砂バイパス 湖内堆砂対策
施設の運用

維持流量

SS値継続時間増加
（出水後）

底生動物種の変化
（出水後）

付着藻類の変化
（出水後）

魚類相・個体数の
変化（出水後）

植生（陸域）の生長
促進（出水後）

砂・シルト
の流下量
の増加

水環境のレスポンス 物理環境のレスポンス 生物環境のレスポンス

凡 例

※1 細粒土砂：2mm以下
※2 細粒土砂の堆積：河床高の上昇や

細粒土砂の構成割合の増加

SSﾋﾟｰｸ値の増加
（出水時）

細粒土砂※1の堆積※2

（出水後）

（2）生物環境の予測方法

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測
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（3）生物環境の予測結果

・付着藻類は出水時において細粒土砂による研磨により現存量が減るがそ
の後は回復する。なお、無機物量が、多い状態に変化はない。

・底生動物は、礫間に細粒土砂が貯まるため、造網型が減少し、掘潜型が優
占する構造が顕著となる。
・魚類は礫河床を好む魚種が減少する。中小洪水時の退避は可能で、高SS
による致死の影響は小さい。

・陸域に堆積する細粒土砂量が増加すると、植生の繁茂が助長され陸域が
高くなり、さらに冠水頻度が低くなるため、砂礫川原が減少する。

・河床形状に大きな変化はない
・藤沢川合流後～新山川合流前の区間で面的に堆積する細粒土砂（2mm以

下）の量が増加し、その後の小出水および平常時に移動する
※3.1より（p32参照）

物理・水環境の変化

生物環境の変化

・中小洪水時はSSのピークが高くなる ※1.5より（p20～24参照）

３．環境影響予測

3.2 生物環境の影響予測
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３．環境影響予測

【平常時】

・溜り、滞留（死水域） ➔仔魚の成長の場

【中小出水時】

・流心からの戻り流水と上流からの流入及び排水樋管からの排水により、流
速の低下や滞留

➔成魚の出水時退避場所、仔魚の隠れ場所

三峰川 距離標３ｋ左岸

【忌避行動場所の維持・形成】

※取排水樋管吐口に形成される溜り
※支川農業水路と連続する流水が維持

※周辺は中小出水程度では冠水しない
比高差のある砂州と樹木群であり、溜
りの状態は維持される

※溜りの形状や流速・水深を維持させる
ため、必要に応じて水制等の簡易環
境保全施設（下図）を設置したり、河道
内樹木を管理する。

【環境保全措置施設例】 水制
※木製またはコンクリート製の桁枠内に河床の

大礫（左）や周辺の伐採樹木（右）を中込め

排水樋管

平常時・出水時の流れ

3.3 環境保全措置の例 ※参 考
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【モニタリング調査対象の分類】

①事前モニタリング（湖内堆砂対策施設運用前）
モニタリング対象 ：水環境・物理環境・生物環境に関係する項目

※施設運用前の環境を把握するためのデータを取得する

②事後モニタリング（湖内堆砂対策施設運用後）
モニタリング対象 ：水環境・物理環境・生物環境に関係する項目

※環境変化を把握するためのデータを取得する

【モニタリング調査の実施時期】

①非出水期
②出水時
③出水直後
④出水期のうち出水時、出水直後以外

【モニタリング調査の目的】

○環境影響を把握するための調査

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.1 環境モニタリング調査計画
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分類 項目 項目ごとの調査目的 実施タイミング

環境影響

物理環境

河床形状 航空写真、横断測量 シルト・砂の堆積状況、澪筋の変化等の把握
①非出水期
③出水直後

河床材料
粒径分布

河床材料の把握（容積サンプリング法）

③出水直後
生物の生息に関わる河床表層のシルト等の堆積状況
の把握（面積格子法）

無機物量 水域におけるシルト分等の詳細な堆積状況の把握

水環境 水質

濁度、SS 出水時、平常時の濁りの状況の把握

②出水時
③出水直後

粒径 濁水の質の把握

DO 出水時、平常時の溶存酸素量の把握

NH4-N、全硫化物 出水時の急性毒性物質の把握

水温 出水時等における水温の低下状況の把握

生物環境

生物

付着藻類
物理環境、水環境の変化に伴う付着藻類の種構成、
現存量等の変化の把握

①非出水期
②出水時（以前）
③出水直後底生動物

物理環境、水環境の変化に伴う底生動物の種構成等
の変化の把握

魚類
魚類

物理環境、水環境の変化に伴う魚類の種構成等の変
化の把握

①非出水期
②出水時（以前）
③出水直後

魚類の忌避
行動

忌避行動の場所および状況の把握 ②出水時

植生 植生分布
シルト（栄養塩類）堆積による植生変化(樹林・外来植
生の拡大等)の把握

①非出水期

【モニタリング調査項目と目的】

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.1 環境モニタリング調査計画
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目的 分類 項目

モニタリング調査方法

備考
調査範囲・地点

調査時期 調査頻度 調査手法
天竜川

三峰川
下流

BT吐口
・下流

分派堰
下流

BT呑口
・上流

環境
影響

物理
環境

河
床
形
状

航空写真 全域 全域
①非出水期または③出
水直後の任意時期

運用毎 UAV等による撮影

横断測量注１） 200m毎 ③出水直後の任意時期 1回/数年 基準点測量

河
床
材
料

粒径分布

2km毎 １地点
①非出水期または③出
水直後の任意時期

1回/数年
容積サンプリング法

生物調査
地点

③出水直後の生物調査
時期

底生動物・
魚類調査時

面積格子法

無機物量 付着藻類調査でデータ取得

水環境
水
質

濁度・水温 3地点 4地点 1地点 4地点 通年 連続観測 据置型濁度計（連続観測）

SS、粒径注１） 3地点 6地点 2地点 1地点
②出水時および③出水
直後の任意時期

1時間毎を目安 採水後に分析
3支川を含
む

DO 3地点 4地点 1地点 1地点
②出水時および③出水
直後の任意時期

1時間毎を目安
DO計による観測

NH4-N、
全硫化物

4地点 1地点 1地点
②出水時および③出水
直後の任意時期 1回/数年 採水後に分析

【モニタリング調査方法‐(1)：水環境・物理環境】

注１）過去調査からの継続（継続調査、一部継続を含む）

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.1 環境モニタリング調査計画
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目的 分類 項目

モニタリング調査方法

留意事項
調査範囲・地点

調査時期 調査頻度 調査手法
天竜川

三峰川
下流

BT吐口
・下流

分派堰
下流

BT呑口
・上流

環境
影響

生物
環境

生
物

付着藻類注１） 3地点

④7～11月
出水前：1回/
月注２）

コドラート法による試料採取

分析項目：種構成、Chl-a量、
フェオフィチン量、有機物・無
機物量

③出水直後の数日、1週
間後、2週間後、1ヶ月後

出水後：4回

底生動物注１） 3地点

①非出水期のうち1月(定
期）

定期：1回
現地採取（タモ網等）
※水国調査方法に準拠

分析項目：種構成、湿重量
集計：生活型分類・摂食機能
型分類

④7～11月
出水前：1回/
月注２）

③出水直後の数日、2週
間後、1ヶ月後

出水後：3回

魚類

魚類注１） 3地点

④7～11月
出水前：1回/
月

現地採取（投網等）
※水国調査方法に準拠

分析項目（現地）：種構成、
体長

③出水直後の数日、2週
間後、1ヶ月後

出水後：3回

魚類の
忌避行動

2地点
（全域か
ら抽出）

④7～11月
出水前：1回/
月注２）

出水時に航空写真により淀
み等箇所の抽出
抽出箇所の魚類を現地採取
（投網等）

分析項目（現地）：種構成

③出水時のピーク後（調
査が可能な早期時期）

出水時：1回
（運用毎）

植
生

植生分布 全域 ①非出水期の任意時期 1回/数年 目視による植物相分類

【モニタリング調査方法‐(2)：生物環境】

注１）過去調査からの継続（継続調査、一部継続を含む）
注２）出水が発生した時点で出水前調査は終了し出水後調査に切り替え

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.1 環境モニタリング調査計画
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天女橋

御行馬橋

分派堰

黒川

三峰川

貯砂ダム

飯島堰堤

美和湖

高遠湖

美和ダム

大明神橋

高遠ダム

三峰川橋
三峰川竜東橋

平成大橋

春近大橋

殿島橋

大久保堰堤

大久保橋

新
山
川

天
竜
川

藤
沢
川 山

室
川

弁財天橋
7.0k

6.0k

美和発電所放流水

春近発電所放流水

0.0～10.0k

常磐橋

環境モニタリング調査地点

4.0k3.0k2.0k1.0k
0.0k

8.0k
9.0k

5.0k
10.0k

杉島堰堤
鷹岩堰堤

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.1 環境モニタリング調査計画

凡 例

【物理環境の調査項目】
河道形状（測量・航空写真）※

● 河床材料（容積サンプリング法）
○ 河床材料（面積格子法）

【水環境の調査項目】
● 水質（濁度（濁度計既設）、水温）
■ 水質（濁度（濁度計移設）、水温）
● 水質（濁度（濁度計新設）、水温）

オンライン（既設）
オンライン（新設）

▲ 水質（SS、粒径、DO、 NH4-N、 全硫化物）
△ 水質（SS、粒径、DO）※

◇ 底質（粒度組成・健康項目）
【生物環境の調査項目】

● 生物相（付着藻類､底生動物､魚類）※

● 魚類忌避状況、植生分布 ※継続調査

三峰川バイパス
美和発電所放水路
春近発電所放水路
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【モニタリング調査対象の分類】
①事前モニタリング（湖内堆砂対策施設運用前）

モニタリング対象 ： 計画論・排砂の確実性に関する項目
・貯砂ダム～分派堰下流の区間における土砂の量・粒径

・土砂バイパスを流下する土砂の量・粒径およびバイパス内施設の影響

②事後モニタリング（湖内堆砂対策施設運用後）
モニタリング対象 :  計画論・排砂の確実性に加えて構造論に関する以下の項目

・貯砂ダム～分派堰下流の区間における土砂の量・粒径
・ストックヤード内土砂の出水時の挙動
・土砂バイパス呑口周辺（分派堰上流）の出水時における土砂の挙動
・土砂バイパスを流下する土砂の量・粒径およびバイパス内施設の影響
・ストックヤードに設置する施設（排砂ゲート等）の機能確認
・施設運用上の操作性

【モニタリング調査の実施時期】
①非出水期
②出水時
③出水直後

【モニタリング調査の目的】
○湖内堆砂対策施設について、運用の確実性を確認する
○既存施設への影響を確認する

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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分類 項 目 項目ごとの調査の目的 実施タイミング 頻度

運用の確
実性・既存
施設への
影響確認

運用
の確
実性

美和ダム貯水池流入
土砂に関する調査

出水時における流下土砂や貯砂ダム、分派堰湛水区域
に堆積する土砂の量および粒径の把握

①非出水期
③出水直後

出水後
複数回

ストックヤード投入土砂
に関する調査

ストックヤード内に投入する分派堰下流の堆積土砂の
量および粒径の把握

①非出水期 1回/年

操作の確実性
試験運用における人的操作状況の把握
ストックヤード排砂ゲートの開閉確実性の把握

②出水時 運用毎

ストックヤード内土砂の
排砂状況（排砂形態・
排砂速度）

操作方法毎のストックヤード内侵食形態（法肩侵食・表
層侵食）と発生濁質（SS）濃度との関係把握
※SS観測は環境モニタリングで位置づけ
土砂の量・質と侵食状況の関係を把握

②出水時 運用毎

ストックヤードからの排
砂量

出水規模（流量・継続時間）とストックヤードからの排砂
量の関係把握

②出水時 運用毎

土砂バイパス流下土砂
に関する調査

土砂ﾊﾞｲﾊﾟｽにより下流に流下する土砂の量および粒径
の把握

②出水時 運用毎

既存
施設
への
影響

土砂バイパスの分派機
能への影響

分派堰によりバイパストンネルへ誘導される流とストック
ヤードから流下する流れの混合状況の把握

②出水時 運用毎

排砂ゲートの開閉状況
ストックヤード排砂ゲートの開閉確実性の把握
分派堰の主ゲートの開閉確実性の把握

②出水時 運用毎

ストックヤード・土砂バ
イパスの破損状況

ストックヤード側壁・床板等の摩耗・破損状況の把握
土砂バイパスのトンネル内・呑口・吐口の摩耗・破損状
況の把握

③出水直後 運用毎

【モニタリング調査項目と目的】

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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分類 項 目
モニタリング調査方法 留意

事項調査範囲・地点 頻度 調査手法

運用の確実
性確認既存
施設への影
響確認

計画論

美和ダム貯水池流入土砂に関
する調査

貯砂ダム上流
分派堰～貯砂ダム
湖内堆砂対策範囲

出水後
複数回

浮遊土砂量調査
堆砂測量
堆積土砂の材料調査

ストックヤード投入土砂に関す
る調査

湖内堆砂対策範囲 1回/年
堆砂測量
堆積土砂の粒径調査

操作の確実性 ※机上検討 運用毎
操作日報をもとにした分析・課題
整理

排砂
現象

ストックヤード内土砂の排砂状
況（排砂形態・排砂速度）

ストックヤード内 運用毎

カメラ撮影
ヤード内水位測定
濁度測定
センサー計測（自動）

次ページ以
降に例示

ストックヤードからの排砂量 ストックヤード内 運用毎 音波測量（定量）

土砂バイパス流下土砂に関す
る調査

土砂バイパス呑口
土砂バイパス吐口

運用毎
採水および分析（濃度・粒径）

構造論

土砂バイパスの分派機能への
影響

分派堰地点 運用毎 流量測定

排砂ゲートの開閉状況
排砂ゲート（ストックヤード・

土砂バイパス）
運用毎 目視

ストックヤード・土砂バイパスの
破損状況

ストックヤード内
土砂バイパストンネル
内・呑口・吐口

運用毎 目視

【モニタリング調査方法】

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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 試験運用時の実績を確実に分析し、前掲「試験運用中に把握すべき排砂現象」を明ら
かとするため、排砂現象に関しては以下のモニタリングを実施する。

 排砂現象に関して重点的にモニタリングすべき事項は以下の2点であり、それぞれに
対応する計測設備を準備しておくものとする。

ストックヤード内土砂の排砂現象として、発生している排砂現象が、急激に排砂
が進む法肩侵食によるものなのか、緩やかに排砂が進む表層侵食・側岸侵食によ
るものなのか、排砂速度で判定する必要がある（目視では判定できないと想定さ
れる）。
排砂速度をリアルタイムで把握するとともに、得られたデータを分析して次年度
以降の操作計画に反映させる必要がある。

ストックヤード内の排砂形態・速度

ストックヤード内土砂の排砂現象は、内部の土砂が砂分主体であるか、シルト・
粘土主体であるかで大きく変わる。このため、ストックヤード内土砂の排砂現象
の分析については、当該年度に浚渫された土砂が砂分主体であったか、シルト・
粘土分主体であったかを把握したうえで実施する必要がある。

ストックヤード内土砂の質

【排砂現象に関する調査について】

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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【排砂現象に関する調査について】

ストックヤード内の排砂形態・速度

計器名称 設置箇所 箇所数

土圧センサー ストックヤード床板 24
間隙水圧計 ストックヤード床板 24
水位計 ストックヤード側壁 10
CCTVカメラ 排砂ゲート部 2

 ストックヤードの排砂形態・速度の把握するための設備として、下表に示す設備を配
置する。

土圧計＋間隙水圧計
水位計（非接触式）
CCTVカメラ

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画

55



土圧計・間隙水圧計

通信ケーブル

床面コンクリート施工時にケーブ
ル等を埋設する必要があるなど
の対応が必要となる。

土圧計・間隙水圧計の
設置イメージ

【排砂現象に関する調査について】

ストックヤード内の排砂形態・速度

 ストックヤード内の土砂は、泥水状態で排出されていくため、排砂形態や濁りの変化
を目視で確認することができない。このため、床板コンクリートに土圧計・間隙水圧系
を埋設しておき、排砂形態は排砂速度を分析するための基礎データとする。

[土圧計]

※㈱東京測器カタログより

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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ストックヤード内に投入された土砂の質（粒度）は、排砂現象を把握するうえで把
握しておく必要がある。測定方法は、「ストックヤードへの投入前測定」と「ス
トックヤードへの投入後測定」に区分される。投入前の測定では、当該年度におけ
る浚渫範囲・浚渫厚を貯水池横断測量結果から予め設定しておき、浚渫開始前に施
工予定箇所の複数点でサンプリングし、粒度試験を実施する。

17 18

19

20

21

：サンプリング箇所

当該年度の浚渫エリア

ストックヤード内土砂の質

【排砂現象に関する調査について】

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画
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ストックヤード内土砂の質

【排砂現象に関する調査について】

「ストックヤードへの投入後測定」では、ストックヤード内の作業船から、地盤の
深度方向の強度および物理特性を調査する手法であるRIコーン貫入試験やサンプリ
ングチューブ等で採取するする方法がある。

４．事前・事後のモニタリング調査計画

4.2 施設モニタリング調査計画

：サンプリングあるいは
RIコーン貫入試験位置
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